
   石巻市マンガクリエイター家賃等補助金交付要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、マンガクリエイターを目指し、市外から本市へ転入し、又は転入を

目的として短期滞在しながら、石巻市マンガクリエイター支援事業（石巻市マンガクリ

エイター支援事業補助金交付要綱（令和５年石巻市告示第３２０号）第３条第１項第２

号に規定する事業をいう。以下「マンガクリエイター事業」という。）に取り組む者に

対し、予算の範囲内において、石巻市マンガクリエイター家賃等補助金（以下「補助金」

という。）を交付することについて、石巻市補助金等の交付に関する規則（平成１７年

石巻市規則第４７号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 転入 新たに本市の区域内に住所を定めること（住民基本台帳法（昭和４２年法

律第８１号）第２２条の規定により市長に届け出たものに限る。）をいう。 

(2) マンガクリエイター 自身の持つスキルや能力の具現化をマンガの形式を用いて

創作活動又はそれに類する活動を行う者で、漫画家、アニメーター、デジタルアーテ

ィスト、イラストレーター、声優等を目指すものをいう。 

(3) 創作活動 別表第１に掲げる作品等の制作活動をいう。 

(4) 転入者 補助申請の時点で満年齢４０以下のマンガクリエイターであって、本市

から転出後、１年以上経過し、再び本市に転入したもの又は本市以外から本市に転入

したもののうち、本市に転入して１年未満のもの 

(5) 転入希望者 本市への移住を希望するマンガクリエイターであって、本市から転

出してから１年以上経過するもの又は本市以外の場所に居住しているもの 

(6) 民間賃貸住宅 市内において、建物の所有者との間で賃貸借契約を締結して自己

居住用に供する住宅をいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

ア 市営住宅、県営住宅等の公的賃貸住宅 

イ 社宅、官舎、寮等の事業主から貸与を受けた住宅 

ウ 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）又は申請者の配偶

者の３親等以内の親族が所有又は管理する住宅 

エ 申請者以外が契約した賃貸借契約に基づく住宅 

(7) 家賃 民間賃宅住宅の賃貸借契約に定められた賃貸料及び共益費の月額をいう。

ただし、入居、転居等に係るその他の費用及び敷金礼金等は含まない。 

(8) 住宅手当 事業主が従業員に対して支給又は負担する民間賃貸住宅に係る手当等

の月額をいう。 

(9) 宿泊施設 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項の許可を受け、

同法第２条第２項又は第３項に規定する営業を行っている民間の宿泊施設をいう。 

 （交付対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、マン

ガクリエイターとして活動する者で、次の各号のいずれかに該当する者とする。 



(1) 石巻市内の民間賃貸住宅の賃貸借契約を締結した転入者であって、現に当該住宅

に居住しているもの又は確実に居住する予定があるもの（別表第２において「家賃補

助対象者」という。） 

(2) 転入後の住居・仕事・子供の就学先の確保などのため、短期滞在する転入希望者

（別表第２において「お試し滞在補助対象者」という。）で、市又は市が認める団体

と面談等により移住相談を行ったもの 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者は補助の対象とはしない。 

(1) 石巻市移住支援金（石巻市移住支援金交付要綱（令和元年石巻市告示第３２６号）

に規定する移住支援金をいう。次号において同じ。）の交付を受けている者 

(2) 同一の世帯に属する者が、この要綱による補助金又は石巻市移住支援金の交付を

受けている者 

(3) 転入前の居住地又は現居住地の市区町村で市区町村税等を滞納している者（徴収

猶予を受けている場合を除く。） 

(4) 石巻市に居住し、又は滞在する主な目的が、マンガクリエイターとして活動を行

うことではない者 

(5) 新聞、雑誌、電子書籍、ＳＮＳ、動画配信サイト、アプリケーション、任意の施

設その他の情報発信手段で公表前後の作品について著作権等を侵害する行為を行う者 

(6) 雇用その他の事情により、補助上限額を超過する住宅手当等を受給している者 

(7) 転勤、婚姻等により石巻市に転入予定の者 

(8) 石巻市暴力団排除条例（平成２４年石巻市条例第４２号）第２条第４号に規定す

る暴力団員等 

(9) 前各号に掲げるもののほか、補助金の趣旨及び目的に照らして適当でないと市長

が判断する者 

３ 交付対象者は、自身の能力等を勘案し可能な範囲で、マンガクリエイター事業に参

加するものとする。 

 （補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表第２

の補助対象経費の欄に掲げるとおりとする。 

２ 補助金の額は、別表第２の補助金額の項に掲げるとおりとする。ただし、同項によ

り算出した補助金の額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

 （交付対象期間） 

第５条 補助金の交付の対象とする期間（以下「交付対象期間」という。）は、別表第２

の交付対象期間の項に掲げるとおりとする。 

２ 補助金の交付決定後に、第１０条の規定により、第１項に規定する交付対象期間に満

たないことにより補助金の交付決定の全部又は一部を取り消された場合は、交付対象期

間は延長しない。 

３ 補助対象者の年齢が申請後において満年齢４１に到達した場合における補助金の交付

は、満年齢４１に到達した月の属する年度末までを交付対象期間とする。 



 （補助金の交付申請） 

第６条 申請者は、石巻市マンガクリエイター家賃等補助金交付申請書（様式第１号）に、

次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 (1) 誓約書兼納税状況等確認承諾書（様式第２号） 

 (2) 民間賃貸住宅の賃貸借契約書等の写し 

 (3) 雇用及び住宅手当支給状況が確認できる書類 

 (4) 振込先口座及び口座名義が確認できる書類の写し 

 (5) その他市長が必要と認める書類 

２ 次条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）で、

当該交付決定が２月及び３月になされたことにより、交付決定を受けた年度を超えて引

き続き補助金の交付を受けようとするときは、交付決定のあった年度の翌年度の４月３

０日までに、石巻市マンガクリエイター家賃等補助金交付継続申請書（様式第３号）に

次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 雇用及び住宅手当支給状況が確認できる書類 

(2) その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査の上、補助金の

交付の可否を決定し、石巻市マンガクリエイター家賃等補助金（継続）交付（不交付）

決定通知書（様式第４号）により、当該申請者に通知するものとする。 

 （補助金申請内容の変更） 

第８条 交付決定者は、申請の内容に変更が生じた場合は、変更の事由が生じた日から起

算して１４日以内に、石巻市マンガクリエイター家賃等補助金変更承認申請書（様式第

５号。次項において「変更申請書」という。）に必要な書類を添えて、市長に提出しな

ければならない。 

２ 交付決定者は、交付対象期間中に雇用その他の事情により住宅手当その他の資金を受

給することとなり、補助金額に変更が生じる場合は、変更申請書に住宅手当その他の資

金の受給状況が確認できる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前２項の申請があったときは、その内容を審査の上、承認の可否を決定し、

石巻市マンガクリエイター家賃等補助金変更承認（不承認）決定通知書（様式第６号）

により、交付決定者に通知するものとする。 

 （実績報告等） 

第９条 交付決定者は、交付対象期間が満了したときは、満了の日から起算して１４日を

経過する日又は各年度の２月末日のいずれか早い日までに、石巻市マンガクリエイター

家賃等補助金実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。 

 (1) 家賃等の支払済みを証明する書類（様式第７号付表１） 

 (2) マンガクリエイター事業取組実績書（様式第７号付表２） 

(3) その他市長が必要と認める書類 



２ 市長は、前項の報告において当月分の家賃を支払った日が、補助金交付決定日前の場

合は、当月分の家賃が月途中の入退去による日割り計算での金額ではない場合に限り、

交付決定者からの請求を認めることとする。 

（額の確定） 

第１０条 市長は、前条第１項の規定による報告を受けたときは、速やかに内容を審査し、

又は必要に応じて現地調査等を行い、適正と認めたときは、補助金の額を確定し、石巻

市マンガクリエイター家賃等補助金交付額確定通知書（様式第８号）により交付決定者

に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１１条 前条に規定する通知を受けた交付決定者は、速やかに石巻市マンガクリエイタ

ー家賃等補助金請求書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付は、前項に規定する請求があった日から起算して３０日以内に、当該交

付決定者の指定する金融機関の預金口座に振り込む方法により行うものとする。 

（補助金の取消し等） 

第１２条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金

の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 (1) 第３条第１項に掲げる居住又は居住に向けた活動の実態が認められないとき。 

 (2) 第３条第１項に該当する補助金交付決定者で、市外に転出したとき。 

 (3) 第３条第２項の規定に該当すると認められたとき。 

 (4) 申請書に記載した民間賃貸住宅を８日以上留守にし、居住の実態が無いと認めら

れたとき。 

 (5) 補助金の申請に関し、虚偽その他の不正行為があったとき。 

 (6) 補助金交付決定者が雇用その他の事情により住宅手当その他の資金を受給するこ

ととなり、補助金額に余剰な支給が生じたとき。 

 (7) その他市長が補助金を交付する者としてふさわしくないと認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消したときは、石

巻市マンガクリエイター家賃等補助金交付決定取消通知書（様式第１０号）により当該

補助金交付決定者に通知し、当該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されている

ときは、期限を定めて補助金の返還を命ずるものとする。 

３ 前条第１項の規定により交付決定者が補助金を請求したとき、請求日時点で市外に転

出していると認められるときは、市長は当該請求に係る補助金交付決定の全部を取り消

し、補助金を交付しないものとする。 

４ 市長は、前３項の規定により交付決定者に損害が生じることがあっても、その賠償の

責めを負わない。 

 （補助金の追加不支給） 

第１３条 交付決定者は、交付を受けた補助金を補助対象経費の支払に充てるものとし、

既に交付決定者に支給した補助金について、当該交付決定者から紛失、盗難等の申し出

があった場合、市長は、補助金の追加支給等は行わない。 



 （その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この告示は、令和５年９月１日から施行する。 

別表第１（第２条関係） 

項目 定義 

(1)漫画 こま割りのある絵を主体とし、せりふや擬音語などを補助手段とし

て、出来事や物語を表現した作品 

  (2)アニメ－シ

ョン 

動かない絵や物体をこま撮りや映写等によって動いているように見

せる表現技法を用いて構成された映像作品 

(3)イラストレ

ーション 

平面の上に表示される文字や画像、配色などを使用し、情報やメッ

セージを伝達する手段として制作された絵又は図像 

(4)美術 絵画、彫刻、版画、写真等の視覚によって認識できる作品又は工芸 

(5)ゲーム 定められた特定の規則のもと、自分以外の他人や置かれた環境との

相互作用により遊戯行為を行うもののうち、専らコンピュータやモ

バイルデバイスで操作するもの及び当該創作物に付随して製作され

たグラフィクス等 

(6)音楽 聴覚によって認識できる作品を制作する表現形式のうち、漫画、ア

ニメーション映像、ゲーム、美術等の作品に専ら劇伴や背景音楽と

して用いられる音楽 

別表第２（第３条関係） 

１ 家賃補助対象者 

補助対象経費 (1) 民間賃貸住宅の賃貸借契約をした日から１年以内の任意の

３か月分の家賃（注１） 

(2) コワーキングスペース等の利用等契約をした日から１年以

内の任意の３か月分の施設利用料（注２） 

補助金の額 (1) 最初の１か月分は、補助対象経費の１０分の１０に相当す

る額又は５万円のいずれか低い額 

(2) ２か月目及び３か月目は、補助対象経費の２分の１に相当

する額又は２万５千円のいずれか低い額 

交付対象期間 当初の交付決定をした日を含む月から通算して３か月を限度と

する。ただし、月途中の入退去により日割で計算する家賃の支

払いがある場合における当該月については、交付対象期間から

除くものとする。 

 （注１）建物の所有者との間で賃貸借契約を締結し、自己の居住の用に供する住宅又は

従業員の居住の用に供する住宅であって、公的賃貸住宅又は親族所有の住宅を

除く。 



 （注２）ロッカー代、会議室、コピー利用料等は補助対象経費としない。ただし、基本

料金に含まれる場合は対象とする。 

２ お試し滞在補助対象者 

補助対象経費 １０日間以上次の施設を利用等した場合の経費（注３） 

(1) シェアハウス等の滞在施設を賃貸した場合の賃借料（共

益費を含み、敷金、礼金、保証金、別途加入の保険料は含

まない。） 

(2) 宿泊施設の宿泊費（シェアハウス等滞在施設が確保でき

ず、やむを得ず宿泊施設を利用する場合で、標準的な１泊

２食付き宿泊料（朝食のみ又は食事なしの場合を含む。）

とし、追加の料理、サービス及び附帯施設の利用料等は含

まないものとする。） 

(3) コワーキングスペース等の施設利用料 

  補助金の額 補助対象経費の２分の１に相当する額又は５万円のいずれか低

い額。 

交付対象期間 交付決定をした日（事業開始日）から１か月を限度とする。 

 （注３）お試し滞在のために本市に到着した日を事業開始日、お試し滞在を終了し、本

市を離れた日を事業完了日として期間を算定する。 


